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青少年スポーツ合宿所の
実現を

子ども医療費の支援拡充に
対する市長の公約は

２期目の当選を果たした関市長が公約で掲げたまちづくり

デアを募り、

まちづくりに

反映する機会

を設けること

などが検討さ

れている。

　　　　実践

していくこと

が大事である

ため、計画倒

れにならないようにしっかり

と取り組まれたい。

　　青少年スポーツ合宿所の

実現（学校跡地）とは、具体

的にはどのような内容か。

　　本市では令和６年４月に

供用を開始する大牟田市総合

体育館をはじめ、各種スポー

ツ施設が充実している。今後

は、これらの施設を活用した

スポーツ振興と併せて、青少

年の交流拡大にも取り組んで

いきたい。

　これらを推進するに当たり

青少年が低廉な価格で宿泊で

きる施設が必要となる。そう

した中、市内には、学校再編

により閉校となった中学校の

跡地や県立高等学校の跡地な

どがあることから、こうした

学校跡地の活用も視野に入れ

ながら、青少年スポーツ合宿

所の実現に向けて、関係機関

との協議を行い、取り組んで

いきたい。

　　市長の公約に、子ども医

　　有明海沿岸地域のリーデ

ィングシティの実現に向けた

今後のまちづくりの進め方に

ついて、市長の見解は。

　　自治体のネットワークづ

くりが必要と考えるため、そ

の実現に向けて関係自治体と

協議をしていきたい。

　　　　リーディングシティ

として産業や地域の振興に結

びつけていくためには、自治

体間や経済界の連携とともに、

市民の皆さんが成果を実感で

きるような取組が重要。

　ぜひ今後も持続発展可能な

まちづくりの推進を。

　　まちなか再生を若者とと

もに取り組むことが大切だと

思うが、そのためのアイデア

があれば聞きたい。

　　令和５年度末に策定予定

であるエリアの将来像を明確

にした未来ビジョン実現の方

策として、学生の参画による

まちづくりアイデアコンペの

実施が検討され、学生のアイ

療費は就学前まで無料、その

後もワンコイン（500 円）とあ

るが、その内容は。

　　現在、３歳未満までのお

子さんの入院及び通院医療費

の自己負担額が無料となって

いるものを、小学校就学前ま

で拡充したいと考えている。

　また、小中学校の入院医療

費の自己負担額を 500 円から

無料に、通院医療費の自己負

担額を 1,200 円からワンコイ

ン（500 円）に引き下げたい。

　実施時期については、令和

６年度中の実施を目指したい。

　　公約にある、県境・市境

を越えた検診など健康づくり、

とはどのような内容か。

　　本市では、健診の受診率

は高くない状況が続いている

ため、市民が少しでも身近な

場所で健診を受診できる環境

づくりが必要であると考え、

県境を越えた荒尾市や市境を

越えたみやま市・柳川市など

でも市民が健診を受診できる

仕組みの検討を進めている。

　今後、関係機関と具体的な

協議を行い、他市であっても

市民が受診できる環境づくり

を行い、健診受診率の向上、

ひいては市民の健康増進に資

する体制の構築を図っていき

たい。
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有明海沿岸地域の
さらなる発展のリードを

若者とともに
まちなか再生の実現を

本館の利活用による過度な財政負担の回避を

による利便性

や魅力の向上

で、イベント

等のにぎわい

創出にもつな

がると考える。

　　　　事業

の方向性を明

確に示すこと

が重要。再開

発の早期実現のため、準備組

合への支援強化を求めたい。

　　新庁舎整備におけるコス

ト縮減の視点は。

　　現在の庁舎にある物品等

の廃棄や文書の電子化等を進

め、適切な庁舎規模を設定す

ることが重要。その他の経費

も、ライフサイクルコストの

視点から最も費用対効果の高

い選択をしていきたい。

　　建設費用が高騰する中、

新庁舎完成が８年程度先であ

るため、整備費用の総額を見

通すことが難しいと思うが。

　　昨今の情勢や今後の物価

変動を考慮した妥当性のある

費用の算出に努めたい。検討

段階が進むとともに明らかに

なる事業費を示していく。

　　本館の２つの民間活用の

ケースが示されたが、①「カ

フェを核とした民間事業者へ

の賃貸」は利活用理由として

　　新産業団地の整備につい

て、今後、集積したい業種は。

　　金属製品製造業、生産用

機械器具製造業、半導体関連

企業等を見込むほか、ａｕｒ

ｅａを中心としたまちなかの

空きオフィスや空き店舗へ、

ＩＴ関連企業も誘致したい。

　　排水対策に有効な側溝・

水路等の浚渫・除草等の陳情

が多く、市民は土木予算の拡

充を求めていると思うが、令

和６年度予算編成の認識は。

　　排水対策基本計画に基づ

く対策事業を含め、令和５年

度を上回る額を確保したい。

　　新栄町駅前地区市街地再

開発事業のテーマは「医療・

健康」だが、今後の展望は。

　　駅前ということもあり、

分譲マンションや宿泊施設等

の導入も併せて検討されてお

り、ファミリー層の居住者や

観光客の増加も期待できると

考える。また、駅舎のリニュ

ーアルや交通交流広場の整備

の妥当性に欠け、②「指定管

理者による公共施設運営と一

部賃貸」は公共施設縮減の必

要がある現状と整合性が取れ

ないと考えるが。

　　実際の公募の際は改めて

検討する必要がある。公共施

設としての利用は公共施設の

総量削減の方針を踏まえ、他

施設の機能移転を含め、様々

な可能性を探る必要がある。

　　民間による本館利活用の

場合、耐震化に 19.3 億円が必

要との報道も出ているが、今

回は前提条件として、イニシ

ャル・ランニングコストの双

方を本市が負担することにな

っている。仮に採算が合わな

いと判断した民間事業者の撤

退リスクへの見解は。

　　どのような事業でも民間

事業者撤退のリスクがあるた

め、適切なリスク対策を講じ

る必要があると考える。

　　ウエスト電力が契約期間

中に撤退した件では、きちん

と対策を講じていたのか。

　　契約の中で違約金の条項

を定め、一応担保をしていた。

　　　　裁判にまでなったこ

とから対策を講じていたとは

思えない。もし、高い財政負

担が生じるなら民間利活用は

断念すべき。それよりも本館

を解体して大型の屋根・人工

芝を整備し、天候に左右され

ないイベントスペースにした

方がにぎわいの創出へつなが

る。本館の利活用で財政負担

が生じる、あるいは将来そう

いった可能性を残すような事

業推進はやめるよう求める。
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健診受診率の向上を
図るための取組強化を

産業振興・雇用拡大に
ついて

都市基盤の向上（防災・
減災と中心市街地の活性化）

について

新庁舎整備と本館の
利活用に関する市長の政治

判断について


